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高校生の通学定期代の一部を
助成する制度を開始します

　子育て世帯の経済的負担軽減を図り、町民の定住促進を図るとともに町外からの移住を促進するため、
通学定期券購入費用の一部を補助します。

　以下の条件に該当する高校生の保護者。
・町内に住民票があること。（高校生・保護者と

もに）
・高等学校等への通学に公共交通機関等を利用し、

通学定期券を購入していること。

交付対象者
　一月あたりの通学定期代の 1 万円を超えた額
の３分の２。
※対象月が同一であれば、複数の公共交通機関を

合算可能。令和 6 年 4 月 1 日以降に購入した
定期券が対象です。

助成金額

申請の流れ（年２回の申請を受け付けます）
利用開始月が
4月～9月に該当する定期券の申請　
10月～3月に該当する定期券の申請　

9月1日～9月30日の間に申請
3月1日～3月31日の間に申請

※申請は原則年2回ですが、4月～3月分をまとめて3月1日～3月31日の間に申請することも可能です。

　令和 6 年 4 月 1 日以降に購入した定期券の
写しは必ず保管してください。
　IC カード型の定期券の場合、更新時に上書
きされる前に写しを保存してください。写しが
ないなど定期券を購入したことが証明できない
場合、助成できない場合があります。

住宅購入支援金の内容を拡充します
●新築住宅の場合
・建築年月日が令和 4 年 1 月 1 日以降（従来と変更

なし）
●中古住宅
・所有権に関する登記が令和 6 年 4 月 1 日以降
●建物の条件
・玄関、台所、浴室、便所および居室を有する
・自己の居住部分の面積が 30㎡以上
・店舗併用の場合は住宅部分の面積が２分の１以上
※建物の増改築は対象になりません

対象住宅

建築区域
町ホームページに掲載の情報をご確認ください。

支援金の金額は、住宅の建築区域
と居住する方の世帯状況によって
異なります。詳細は町 HP（右記
QR コード）でご確認ください。

交付対象者
・住宅の所有者である個人
・住宅の住所に住民票がある方
・5 年以上、対象住宅に居住する意思がある方
・申請者および同一世帯の居住者に市町村税の未納

がないこと
・3 親等以内の親族からの購入、相続または贈与に

より取得していないこと
・公共事業等に伴う住宅移転補償、損害賠償を受け

ていないこと
・日本人である、または外国人であって当該外国人

が日本国に永住権を有していること

　助成金の申請手続きなどの詳細は、
町 HP（右記 QR コード）または広報
誌８月号に改めて掲載しますのでご確
認ください。

申請期間利用開始月
9月1日～9月30日4月・5月・6月・7月・8月・9月1回目

3月1日～3月31日10月・11月・12月・1月・2月・3月2回目

注意事項注意事項

■問合せ　セールス戦略課ふるさとプロモーション係（☎ 23 － 3042）
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「新庁舎建設検討委員会 
検討報告書」が提出されました
　令和６年２月 21 日に、当別町新庁舎建設検討委
員会委員長から検討結果の報告書が町長へ提出され
ました。この報告書には、令和４年度から事業費の
縮減や既存施設活用の検討、町をとりまく社会情勢
の変化への対応などのさまざまな議論を進めてきた
内容と、それを踏まえた委員会の考え方として「整
備方針」がまとめられています。
　全文は、町ホームページ（右記 QR コー
ド）からご確認いただけます。

 整備方針
1. 庁舎建設の目指すべき整備方針は「新築」

を基本とし、既存施設を活用した分散配
置も含めた整備とする。

2. 建設時期は、町を取り巻く情勢を見定め
るため、遅らせることもやむを得ない判
断と考える。

3.「新築」までの期間は、現庁舎の耐震性
の確保が優先事項となるため、早急に調
査を行い耐震補強に向けた検討を進める
ことが必要と考える。

４. 検討委員会にて議論を進めてきた、まち
づくりに寄与する庁舎建設などの、基本
構想に伴う意見は庁舎建替え等に対する
提言とする。

5. 既存施設を活用した分散配置については、
建設時期までの期間においても積極的に
活用し利便性の向上など有効性を確認し
ていく。

広　告

広　告

広　告

広　告
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◆第９期 当別町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（令和６～８年度）

基本理念
「ともに支え合い安心して生きがい

を感じられるまちづくり」

基本目標

基本理念
①障がいがある方が地域でいきいきと生活で
　きるような自立生活を支えます
②みんなが共に支え合い安心して暮らすこと
　ができる地域社会の実現を目指します
③地域の支援力を高めます

基本方針
①地域で支えます
②障がいがある方の自立した地域生活
　・家族を支えます
③働くことを支えます
④発達を支えます
⑤障がいがある方の権利が守られる
　まちづくりを目指します

◆ 当 別 町 障 が い 福 祉 基 本 計 画

　高齢者が可能な限り住み慣れた地域や自宅で生きが
いに満ちた日常生活を営むことができるよう、地域全
体で支えていく「地域包括ケアシステム」の深化を進
めるため策定しました。

▼問合せ
・介護課高齢者支援係（ゆとろ内・☎ 27 － 5131）
・介護課介護保険係（ゆとろ内・☎ 23 － 3029）

①住み慣れた地域で
　暮らし続けられるまちづくり
　相談機能を充実させ、情報提
供や周知を図ります。また、医療・
介護の連携を推進し、認知症に
なっても地域で安心して暮らせ
るよう早期発見・対応の仕組み
づくり、家族・介護者の支援等
のケア体制を整備します。
　成年後見支援センターでは認
知症、知的障害、精神障害など
により判断能力が不十分な人の
権利を養護するため、成年後見
制度の利用に関する相談や手続
きなどについて支援します。

　障がいのある方の自立生活や社会参加の促進等を図
り、住み慣れた地域で安心して暮らせるまちづくりを
目指し策定しました。
　この計画は 3 つの計画を一体的に策定しています。
・障がい者基本計画（第５次・令和６年度～ 11 年度）
　～基本理念と背策の展開について
・障がい福祉計画（第７期・令和６年度～８年度）
・障がい児福祉計画（第３期・令和６年度～８年度）
　～福祉サービス等の見込み量や、体制確保の方策に
　　ついて

▼問合せ
介護課障がい支援係

（ゆとろ内・☎ 25 － 2665）

福祉関係の各計画を策定しました

③地域とつながり、
　備えるまちづくり
　住民同士が当たり前のように
日常的につながり、支え合う町
を目指し、住民が集い、交流す
る場づくりを進めます。
　また、災害時・緊急時や治療
法が確立されていない感染症や
感染力の強い感染症が発生した
場合に備え、関係機関と連携し
ながら、迅速かつ効率的な支援、
情報の共有や提供できる体制を
整備します。

②健やかに自分らしく
　暮らせるまちづくり
　心身の機能低下をできるだけ
防ぎ、健康でいきいきと暮らし
ていけるよう健康づくりなどを
推進します。
　介護予防のため健診データな
どを活用した施策や事業を企画
します。
　地域の高齢者の自発的な取り
組み、幅広い生活支援の担い手
の活動等を支援します。


